
５ 今後の方向性

○市民実感度指標と数値指標の分析による当該施策の位置

　領域Ⅰ　現状を維持しつつ，効率化を目指す領域

　領域Ⅱ　施策を構成する事務事業及び事業内容等を見直し
　　　　　　 市民実感度を高める必要のある領域

　領域Ⅲ　施策並びに構成する事務事業の必要性を検討する
              領域

　領域Ⅳ　施策の重点化を図り市民実感度を高める必要がある
              領域
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安心して働くことのできる就業の場があると感じ
ている市民の割合 1.877 1.995

H24

４ 施策の評価（現状分析）

　　　平成２５年度以降に残る課題，その要因として考えられること。

新たな産業創出を含めた商工業の振興による雇用の確保
残された課題

経済政策による景気回復の兆しがあることから、有効求人倍数は向上したが、能力アップにつなげる資格取得の意識が弱
くなっている。

達成度評価

構成としては妥当と考えられる。
構成事務事業

の適正性

　　　指標を分析した結果施策目標は達成されたのか

２　施策の成果向上に向けての市民と行政との役割分担をどう考えるか

市民の役割

　　　取り組み内容と成果，成果が得られた要因として考えられること。

未就職者・非正規雇用者に職に役立つ資格取得支援を行い地域雇用の機会を促進した。
取組状況等

行政の役割

３ 平成２４年度の取組状況

　　市民(地域・団体・事業所）が自助でやるべきこと。共助でやるべきこと。市と協働でやるべきこと。

就業の意識向上

　　　市がやるべきこと。県がやるべきこと。国がやるべきこと。
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商工観光課
企画政策課

施策コード

平成２５年度施策評価シート（平成２４年度実施事業）

施策名
2-3-3

作成主管課

雇用・労働環境
関係課

小政策

政策

３　交通条件を生かした、豊かさを育む商工業を振興します
政策体系

第２章 多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

新たな産業創出を含めた商工業の振興による雇用の確保
勤労者が快適に安心して働くことのできる環境づくり

　　　施策目標を達成するための手段（事務事業）の構成は妥当か
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0.55

新たな産業創出を含めた商工業の振興による雇用の確保及び求職者への技能取得支援を行ない、地域の雇
用機会の促進を図ります。また、企業と一体となった労働環境の向上と雇用のマッチングを図ります。

現況と課題

国の雇用環境は、リーマンショック以降、企業の倒産や派遣労働者などのリストラによる失業者の増加、新卒者
の就職率の低下など、厳しい情勢が続いています。また、人口構造の変化を受け、女性や高齢者の就業、雇用
環境は地域の成長に大きく関係すると考えられます。
その中で、勤労者が快適に安心して働くことのできる環境づくりを進めていくことが、地域産業の維持・成長を図
るうえでも重要であり、年齢や性別などにかかわらず、だれもがその能力を発揮し、生きがいをもって働くことがで
きる社会づくりが求められています。
本市では、市内中小企業・学校・団体などと連携したインターンシップ事業や未就職者・非正規雇用者などへの
支援を実施してきました。
今後も、引き続き新規雇用の場の創出や障がい者、高齢者の就業機会の拡大を図るなど、安定した雇用の確保
と就業環境の向上に向けた各種制度の普及や福利厚生の充実に努めていく必要があります。
また、商工業、観光、福祉、教育などの分野横断による地域の課題解決に向けた新たな起業支援や産業創出を
図り、雇用の場としていく取り組みを進める必要があります。
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目標値設定
の考え方

安定した雇用の確保と就業環境の向上ため。

経済の影響を受けやすい雇用対策ではあるが、現状よりz進展があるものと考えて設定した。

ハローワークと連携した事業を展開しながら、市民に対しての職に役立つ資格取得支援する。
取組方針

　　　平成２６年度に向けた施策方針

施策目標

当施策を重要と感じている市民の割合
重要度

加重平均値

１　総合計画進行管理

市民からの
意見・反応等

3.678

数値指標
の考え方

指標設定
の考え方

　総合計画後期基本計画の内容
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シート３－１　施策構成事務事業貢献度評価
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107,323 107,631 75,224

2,167 3ふるさと雇用（菊伝承事業） 鉢 2,000 2,000

3,073 4,289 3

笠間市が市営菊栽培所で保有する菊の栽培技術を民間に広く普
及伝承させ、毎年開催する「笠間の菊まつり」において装飾展示
する菊を充実させる。

政策的事業 栽培菊鉢数 2,000 県補助 1,677 2,209

2

市内観光施設やハイキングコース等の整備及び管理など軽微な
作業を実施することにより、高齢者の雇用促進を図る。

政策的事業 入込観光客数 人 3,281,300 3,146,500 3,472,800 県補助 4,289

県補助 3,056 3,564 3,810
人
円

1,454
3,230,000

1,566
8,400,000

2,643
27,000,000

2

－ 0 0 0 7

市単 2,455 2,869 1,026
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2,318 707

140 145 265

笠間観光協会が第二種旅行業を取得し「笠間発見ツアーズ」を運
営することにより、募集型企画旅行の企画・販売を行い効果的な
誘客を計るため、地域求職者の雇用機会を創出するとともに、着
地型旅行商品の開発・販売を促進する。

政策的事業
取扱人数
売上額

職業意識の向上を目的とした職場体験を行う。 政策的事業 受入企業数 社

補助区分
事業費（千円）

国補助

平成２２年度

5180 128

成果

雇用者数 人

平成２３年度

95,916

平成２２年度

95,846

8

9

貢献度評価事務事業性質
単位

政策的事業 3
厳しい雇用環境にある中で，国庫を財源とした県基金による雇用
創出事業が，平成２１年度から26年度を期間として実施する事
業。

平成２４年度

63,932

2

3

平成２３年度 平成２４年度

中小企業者の能力向上並びに失業者，未就職者，学生及び非正
規雇用者の正規雇用を促進するため，職に役立つ資格取得支援
する。

政策的事業 補助活用者数 人 1,891

成果指標

市民雇用創出事業

インターンシップ推進事業

ふるさと雇用（着地型ビジネスモデ
ル事業）

緊急雇用（観光施設等整備管理
事業）

施策を構成する事務事業 事業内容

ふるさと雇用再生・緊急雇用創出
事業

1



　　　　　シート１施策構成事務事業目的直結度評価

市民雇用創出事業
ふるさと雇用（着地型ビジネスモデル事業）

インターンシップ推進事業
ふるさと雇用再生・緊急雇用創出事業
緊急雇用（観光施設等整備管理事業）
ふるさと雇用（菊伝承事業）

法定受託事務（義務的事業に分類）2 4

5 7

8 9

施策名 雇用・労働環境

1

3

6

施
策
目
標
に
対
す
る
事
務
事
業
の
意
図

施
策
目
標
に
対
応
し
て

い
る

施
策
目
標
に
概
ね
対
応

し
て
い
る

施
策
目
標
に
間
接
的
で

あ
る

施策の対象と事務事業の対象

施策の対象と一致している 施策の対象と概ね一致している 施策の対象と間接的（少数）である



　　　　　シート２施策構成事務事業貢献度評価

施策名 雇用・労働環境
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ふるさと雇用（菊伝承事業）
緊急雇用（観光施設等整備管理事業）

法定受託事務（義務的事業に分類）事務事業の休廃止検討エリア

市民雇用創出事業
ふるさと雇用（着地型ビジネスモデル事業）

ふるさと雇用再生・緊急雇用創出事業 インターンシップ推進事業
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事務事業の成果

成果は高い
(上位）

成果はやや高い
（中位） 成果は低い、ほとんど出ていない若し

くは把握できない（下位）

成果は普通
（中位）
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